
                                     別紙４ 

 

不適正と判断 

適正と判断 

株式の２０％以上を取得しようとする買付者の出現 

取締役会による検証期間 

原則６０日または９０日以内 

買付説明書の検討 

買付者との交渉 

投票基準日の決定 

代替案の作成 

 

 

株主意思確認総会または書面投票 

（対抗策発動の承認を諮る） 

 

 

取締役会で対抗策不発動の決議 取締役会で新株予約権の無償割当て等の対抗策を決議 

〈当社株式の大量取得行為に関する対応策のフロー図〉 

新株予約権の無償割当てと行使等 

 

買付者による大量買付開始 

独立委員会 

対抗策発動

の是非を検討 

 

 

 

 

勧告 

諮問 

発動が妥当と判断 

不発動が妥当と判断 

取締役会 

対抗策発動の是非判断 

（独立委員会の勧告に従う） 

 

 

可決 否決 

取締役会・独立委員会による買付説明書の確認 

拒否 
買付者による所定の買付説明書の提出 

（買付者による TOBなど買付行為停止） 

 

 

再提出要求 

買付説明書受領から

６０日以内 

適正と判断 

不適正と判断 

取締役会判断による対抗策発動  

・買付者による本ルール不遵守 

・企業価値及び株主共同の利益

を明白に侵害する虞のある買付 

・強圧的二段階買付等 

 

 

  

諮問 

勧告 

独立委員会が 

発動に賛同 

独立委員会が発動に不賛同 


